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【論 文 要 旨 】
Inthispaper,weconsiderthecharacteristicsoftheUKCSRespeciallynotingtheGovernment's
policy.First,westudythebackgroundsoftheUKCSRdevelopmentbasedonMoon'sconcept
(2005)whichindicatesthechangefromimplicitCSRtoexplicitCSRandtheprocesswhichtheUK
CSRmovestothelatterisdemonstrated.Second,weexaminetheGovernment'sCSRpolicy.While
DTIshouldersthemainrolesofCSRpolicy,othergovernmentothces,forexampleHerMajesty's
Treasury,supportDTI'sCSRpolicy.HencetheUKCSRpolicyispromotedmanifoldly.Third,we
considerthemeaningofCorporateResponsibilityBillwhichtriedtolegislateCSRandthediscus・
sionsaboutthisstillhavebeencontinued.WethinkthisattemptistheultimateexplicitCSRand
thereisameaningasthefirstmovementenforcesthecompaniestofulfilltherequirementofCSR.
ThustheUKCSRincreasinglytendstobeexplicitCSRandthepolicyissocalledsoftapproach.
ThepurposeoftheGovernmentistogettheUKcompanies'competitiveadvantage,inturntheUK
economiccompetitiveness.Asaresult,wethinkCSRhasanimportantcharacterasthestrategy
bothoftheGovernmentandmanycompaniestogetherwithincreasedsocialcharacter.
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1.は じめ に
近年,経 済の グローバ リゼ ーシ ョン,地 球温 暖化 を中心 とする環境 問題な どが生 じるにつれて,
企業の 「社会性」に対す る要 求が高 まっている(高橋,2006)1。と くに大規模公開会社 にお いては,
「脱 私化 」(Entprivatisierung)の視点 と合わせ て論 じ られて い る(Ulrich,1988)。大規模 化 ・多
国籍化 した企業の ステー クホルダーに対 する影 響力 が大 き くなるなかで,コ ーポ レー ト ・ガバ ナン
ス(CorporateGovernance)や企 業の社会 的責任(CorporateSocialResponsibility,以下CSR)
が求め られ て くるこ とにな り,企 業論 において も主要 な研究 テーマ とな って いる。近年の関心 の広
が りか ら,CSRは 新 しい概念 と考 え られがちだ が,企 業 に よる社会 的責任 の履行 は,遡 れば古 く
か ら存 在 していた。A.カ ーネ ギー(Carnegie,A.)のよ うな成功 した企業 家に よる寄 付行 為 や,
日本の近江 商人の間で語 り継 がれた 「三方 よ し」の理 念な ど も今 日のCSRに 通 じる側面 を有 して
い る とい える(小 倉,2003,36-38頁)。しか し,こ の ような企業 家 に よる自主的 な取 り組 み とは
違 い,近 年のCSRは 企業 に課せ られた責任や義務 となっているこ とが大 きな特徴 であ る。
日本 では,2003年が 「CSR元年 」 といわれ,CSRに 対す る認識 や取 り組 みが広 が ったの は近年
にな ってか らであ り,相 次 ぐ企 業不祥事 を受 けて内部 統制 な どの観点か らCSRが 論 じられ る こと
が多 い。最 近では,日 本経済 団体連合会 をは じめCSRを いかに企業経営 に取 り込 んでい くかにつ
いて議論 が活発 化 して お り(日 本経 団連Homepage),多くの企 業が その重 要性を認識 す るよ うに
な って い る。 しか し,CSRは,あ くま で民 間中心の取 り組 みで あ り,そ の促進 に果た す政 府 の役
割は決 して大 き くない。 それ どころか,日 本 も含め多 くの 国ではCSRは 民間の問題 として考 え ら
れ,政 府 がその推進 に大 きな役割 を担 う国は少 ない(CSRArchivesHompage)。すな わち,法 的
責任 を超 える問題であ る倫理的責任や社会貢献 は,あ くまで企業 の 自主的な取 り組 み と捉 え られる
ことが多いのであ る。
これ に対 して,近 年 の ヨー ロ ッパ では,政 府 がCSR推 進政 策 を実 施 し,企 業 のCSRに 対す る
取 り組 みを促進 してい る。その取 り組み も,小 規模な もので はな く企業戦略 または国家戦略の一環
として大 々的 に取 り組 まれてい るこ とも大 きな特徴で ある。 と くに イギ リス では,保 守党のM.サ
ッチ ャー(Thatcher,M.)政権以降,「小 さな政府」化 が進 み,NGOやNPOの 社会 に対 して果 た
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す役割 りが大 きくなった とともに,企 業側 も雇用 や都市 問題 な どに対 して社会的な責任を 自覚す る
ようにな った。 そ して,労 働党のT.ブ レア(Blair,T.)政権 が97年に誕生 して からは,政 府 と し
て もCSRを 促進 させる政策 を積極 的に展開 してい る。 この理 由 としては,CSRが 多 くの産業の競
争力強化 につなが り,結 果 として,イ ギ リス経済 に長期 的な利 益を もた らす とい う認識が広ま った
こ とにあ る(UKOOAHomepage)。また,イ ギ リスのCSR政 策 は 貿易 産業 省(Departmentof
TradeandIndustry,以下DTI)が 推進主 体 となってい るが,そ の他 に も財務 省(HerMajesty's
Treasury)や年金労働省(DepartmentforWorkandPensions)などの各省庁 もそれぞれCSR政
策 を実施 してお り,多 面 的に企業 のCSR活 動 を支援 する体制 がつ くられてい る。そ れに呼応 す る
かの ように,企 業のCSRに 対す る取 り組 み もプ ロア クテ ィブであ り,こ の ような政府の政策 お よ
びイギ リス企業 のCSRに 対 する高い評価 を して,CSR先 進 国 と呼ばれ る所以 となっている(東 洋
経済2004年9月8日 号)2。
筆 者は,本 来,企 業の 自主 的な取 り組み であるCSRに 対 して,イ ギ リス政府 が積極的 な関与を
す ることに なった結 果 として その性 質が どの ように変化 したのか,ま た,CSRを 推 進す る上 での
政府 の役割 とは どの よ うな もの か,と い う点 に問題意識 を有 してい る。 よ って,本 稿 の研究 目的
は,イ ギ リスにおけ る近年 のCSRの 展 開を主 として政府 の役 割に注 目する ことによって,そ の特
質 を 明 らか にす る こ とであ る。 以下 では,ま ず主 要 な論 者 に よるCSRの 定 義 を整 理す る ととも
に,日 本 におけ るイギ リスのCSR研 究 を レビュー してその問題点 を指摘 し,本 稿の研究意義 を示
したい。 ついで,イ ギ リスにおけ るCSRの 特質 の変 化 をJ.ムーン(Moon,J.,2005)の概i念に依
拠 して,企 業 の 自主的 ・暗黙的 な取 り組 みであ ったCSRが,明 示的 なCSRへ と変化 して いる こ
とを明 らかにする。そ して,DTIを 中心 とした イギ リス政府 のCSR政 策 の全体像 を考察 して,そ
の取 り組み が体系的 かつ明示的 にな って いるこ とを示 す。最後 に,イ ギ リスにおいて今 日で も議論
が続 く企業責任法 とその意義を考察 してむすびにかえたい と考 えている。以上 が本稿の構成であ る。
2.CSRの 定義 と 日本 における イギ リスCSRの 先 行研 究
2-1.CSRの定義
CSRの定義 は,コ ーポ レー ト ・ガパ ナン ス と同様 に多様 であ り 「普遍 的 な同意」(universally
agreed)はない といわ れて いる(Anderson,2005,p.2)。しか し,CSRを 説 明す るにあた って,A.
B.キャロル(Carroll,A.B.)の「CSRピラ ミッ ド」(ThePyramidofCorporateSocialRespon-
sibility)は多 くの研究 者 か ら支 持 され るモ デル で あ る(Carroll,1993)。A.B.キャロル は,①
「経済 的責 任」(EconomicResponsibilities),②「法 的責任 」(Lega1Responsibilities),③「倫理
的責 任」(EthicalResponsibilities),④「社会 貢献 的責任 」(PhilanthropicResponsibilities)の4
つをCSRの 構成要素 として捉えてい る。 そ して,① 経済的責任 を最下層の基礎 的な責任 と位置 づ
け,② 法的責任,③ 倫理的責任にな るつれ高次の責任 とな り,そ して④社会貢献的責任 が最上部 に
位置 づけ られる。 この ように,A.B.キ ャロル による と,企 業 が負 う責任は上記 の4項 目によって
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構成されている。
っいで,L.アルバ レダ(Albareda,L)らはCSRを以下のように定義 している。すなわち,「会
社の 自発的な行動に重要な影響を有するものであり,新 しい社会的課題事項 における責任実行のた
めの手段である」,と(AlbaredaetaL,2006,p.387)。この定義には,ま ずCSRは,基 本的には企
業の自発的取 り組みであるということが含意されている。そして,「新 しい社会的課題事項」(the
newsocialchallenges)に対 して果たす役割を企業に求めていることが最も重要である。新 しい社
会的課題事項 とは,地 球環境,児 童労働,南 北格差などの様々な課題事項 が含まれるが,こ れは
A.B.キャロルの指摘する倫理的責任や社会貢献的責任を意味するものであ り,近年の企業に求め
られるCSRは,よ り高次なものになっていることを示している。
しかし,CSRの本質を考えてみると,最終的に,そ れが企業 自体に対 して何 らかの便益をもた
らす ものでなければ,企 業がその戦略にCSRを取 り込む とは考えに くい。その点で,谷 本は,
CSRを上記のような社会的課題事項に対する責任履行に留めるだけではな く,さ らに踏み込んだ
定義をしている。すなわち,企業が 「その活動プロセスに社会的公正性や環境への配慮などを取 り
込み,ス テイクホルダー(株 主,従 業員,顧客,環 境,コ ミュニティなど)に対してアカウソタビ
リティを果たし」,「経済的 ・社会的 ・環境的パ フォーマンスの向上を 目指す こと」である,と(谷
本,2004,5頁)。とくに,後者の 「経済的 ・社会的 ・環境的パフォーマンスの向上」に関 して,
CSRの実施が経済的パフォーマンスの向上 とも連動 している点が重要である。経済的パフォーマ
ンスの向上は,個 々の企業活動 とそれぞれの業績向上によって達成 されるものであ り,CSRが企
業の競争力強化に寄与するということが谷本の定義には含意されている。
上記から,.近年のCSRは,倫理的責任や社会貢献的責任 といったより高次な社会的責任に対す
る要請が高まり,また経済全般および企業の競争力強化にもつながることが析出された。 イギ リス
政府も,CSRを 「企業が行うことができる自発的な活動であ り,また,最 小限の法律的要請 とい
うコンプライアンスを超えるものであ り,企業 自身の競争力強化 と広範な社会の要請に応 じるもの
である」 と定義 してお り(UKGovernmentHomepage),企業の社会性 と競争力強化が両立 しう
るものであるという認識が普及してきている3。
2-2.日本における イギ リスのCSR研 究
イギ リスでは,古 くか らラウン トリー社(Rowntreeplc)などの クエー カー企業家 に よる博愛主
義的 ・人道 主義的 な経営が行 なわれ てお り,そ の経営 思想 は 日本で も広 く知 られて い る。 さ らに
"ThePhilosoPhyofManagement"(1924)において,早 くか ら企業や経営者 の社会的責任 を説い た
0.シェル ドン(Sheldon,0.)の学説 な ども著名 であ る。 この ような思想 は,ま さに今 日のCSR
の源流 と考 えるこ とがで き,ま た,こ れ ら企 業家の行 動や学説 に ついての研究 も散見 され る(工
藤,1979;岡村,2004など)。しか し,本 稿で の考察対 象は,近 年 の イギ リスにおけ るCSRの 展
開に焦点を絞 ってお り,そ の観点 か ら日本における先行 研究 をレビ ューする と,主 として以下の3
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つにまとめることができる。また,筆 者が,日 本の先行研究に限定 してレビューする理由として
は,日本でどのようにイギリスのCSRが捉えられているのかに言及 し,不足 している視点を補 う
ことによって,日 本におけるイギ リスのCSR研究,さ らには 日本のCSR研究の発展に資 したい
と考えているか らである。
(1)イギ リス会社法 とCSR情 報 開示の義 務化について
まず,上 妻(2004,2005)や川上(2006)など,イ ギ リスのCSRに 対す る取 り組み を会 計的側
面 から考 察 した研究があ る。 イギ リス では,2002年にr会 社法 の近 代化 』(ModernCompanyLaw)
と題す る白書 がDTIか ら公表 され,一 定 規模 以上の企業 に対 して,年 次報 告書(AnnualReport)
において 「営業 ・財務 の状況」(OperatingandFinancialReview,以下OFR)の 開示 の義務化 が
盛 り込 まれた。 さ らに,2003年6月 には,EUで は,「会社 法近代化指令 」 に より,EU加 盟 国の
株式公開企業は,年 次報 告書 において財務状況 だけではな く,環 境 ・人権 な どのCSR情 報 を含 む
非財務状況 を開示す る ことが求め られ る こと とな った(川 上,2006,41頁)。イギ リスのOFR開
示 とEU指 令は,前 者 の方 がCSRに ついて よ り包括 的な情報 を含 む厳 しい もの であ ったが,結 局
の ところ,イ ギ リスではOFRに よるCSR情 報 の開示義務化 までは至 らず,EU指 令 と同程度の ビ
ジネス ・レビ ュー(BusinessReview)での対応 に留 まるこ ととなった(川 上,2006,42頁)。
このよ うな イギ リスのCSR情 報 開示につ いて,会 社法 とくに会計 的な動 向に焦点 を当て る研究
が上 妻 らの特徴 であ る。彼 らの共 通認識 としては,CSR情 報 開示 が有す る罰則 規定や非 財務 情報
に対 する監査 な どの諸 問題 か ら,会 計的 な実務 の面 で,そ の実施の困難 さを指摘 してい るこ とにあ
る。
(2)労働組合の動きについて
労働組合の動向に焦点を当てたイギ リスのCSR研究としては,栗 山(2004)の研究がある。栗
山の研究の特徴は,ILOなどの積極的な活動によって 「企業の社会的責任の中に労働基準,雇 用,
安全衛生,訓 練などの労働分野を含める傾向が強まっている」 ことに着 目して(栗 山,2004,89
頁),イギ リスの労働組合会議(TradeUnionCongress)が同国のCSRに対 して与えた影響を考
察していることである。まず,栗 山は労働組合が年金基金の運用に介在する理由を提示 している。
すなわち,イ ギリスの機関投資家の行動が,短 期的な株価上昇を狙ったものが多 く,労働者の利益
に反することが多い。 しかし,近年のイギ リスでは,株 式所有比率の面で年金基金や保険会社の占
める割り合いは過半数を超えるようになっている。そして,こ れ ら機関投資家の資金源泉の多 くが
労働者から拠出されているため,労 働者の利害を擁護する必要がある。ゆえに,労働組合が 「コー
ポレー ト・ガバナンスと企業の社会的責任の観点から,労働者の拠出金が適切に運用されているか
どうかを監視する必要があ り,労働組合の積極的関与が求められる」大きな理由の1つ になって
いるという(栗山,2004,98頁)。また,栗 山は,こ のような労働組合の圧力が,2000年7月の年
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金法改正にも結実していることも主張 している。
このように栗山は,イ ギリスのCSRにおける労働組合の存在意義を見出し,また,政 府のCSR
政策においても労働組合が重視されていると結論づけている。 しかし,実際には,イ ギ リス政府は
「CSRについて,労働組合を主眼に置いた政策はとっていない」 と久谷が指摘するように(久谷,
2003,7頁),栗山の研究では,CSRにおける労働組合の役割が強調され過ぎていることも事実で
あろう。
(3)SRIの観点か ら
日本 にお け るイギ リスのCSR研 究 で最 も多 い もの が,社 会 的責 任投 資(SociallyResponsible
Investment,以下SRI)に ついて であ る。栗 山 による労働 組合 の機関投 資家 への介入 とい う研究
とは異な り,こ こでの研究の多 くは,労 働者保護の側面 か らでは な く,機 関投資家 の投 資効率性や
リス ク ・マネジ メン トといった投資家の観点 か ら,SRI先進 国イギ リスの状 況を考 察 しよう とす る
ものであ る。
今福(2003),首藤(2004),持田(2006)など多 くの研究 が存在 す るため,そ の全 てを紹介 す
るこ とはで きな いが,こ こではデ ィスクロージ ャー との関連でSRIに 注 目した今 福の研 究に つい
てみ たい。 今福は,SRIが 提起 す る問題 を,単 に倫理 的問題 に限定 す るの ではな く,「経 済 ・社会
シ ステムの構造 の再編成」 に関わ る大 きな視点 で見 てい る(今 福,2003,280頁)。2001年に,イ
ギ リス保険協会(AssociationofBritishInsurer,以下ABI)がSRIに関す る指針を発表 してか ら,
イギ リスではSRIが さ らに活発化 して いる と ともに,デ ィス クロージ ャー のネ ッ トワー ク化 が展
開 されて いる とい う。 すなわち,ABIの 報告書 が,イ ギ リスの機関投 資家 の代表 的存在 であ るハ
ー ミーズ(HermesPensionManagement)の投資原則 を惹起 し,こ れ を受 けて企 業はSRIを 呼び
込 むため に積極 的なデ ィス クロージ ャー を実 施する。 また,1998年の コー ポ レー ト ・ガバナ ンス
に関する 「統合 規範 」(CombinedCode)の要請 によ り,「ターンブル報告書 」(TurnbullReport)
が内部統制 お よび リス ク管理 の重要性 を企業側 に伝 える。 その結果,SRIの 投資 先 とな る企業 は
CSRに関 す る情報を公 開 し,リ ス ク ・マネ ジ メン トを徹底 する ようにな ってい る とい う。 この よ
うにSRIは 企業 のデ ィス クロージ ャー に大 きな影響 力 を有 して お り,今 福 は この点 を して,SRI
を 「現代経 済 ・企業 に深 くかかわ る構造的な問題」であ る と主張 して いる。
SRI研究において最 も多 く見受け られ るものは,フ ァイナンス理論 を用 いたもの である。そ うし
た研究は,「ス ク リー ニング」や 「倫理 と投資 パフ ォーマン スの トレー ド ・オフ」 な どの概 念を用
いな が ら,投 資の一手 法 としてのSRIに 着 目する ものが多 い。 その 中で も首藤の研 究は,こ の よ
うな ファイナンス理論 を踏 まえつつ も,CSRや コーポ レー ト ・ガバ ナンス に果た す機 関投 資家の
役割を考察 してい る点で興味深 い視点 を提供 してい る。 ともあ れ,研 究者 の間では,SRIは 投資効
率だ けではな く,CSRや コー ポ レー ト ・ガバ ナンスの確立 に も大 きな役割 を果 た して いる とい う
共通認識があ るようであ る。
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(4)先行研究の問題点
以上,日 本におけるイギリスのCSR研究をレビューした。政府の政策も含めて,イ ギリスにお
いてCSRに対する取 り組みが活発化するのはT.ブレア政権の発足以降,よ り端的には2000年の
年金法の改正以降である。そして,そ の ような時期 と呼応するかのように,日 本でもイギ リスの
CSR研究が2000年以降散見 されるようになっている。
これらの研究は,CSR情報開示の評価 といった会計的研究,年 金基金 と労働組合の役割に焦点
を当てた研究,コ ーポレー ト・ガバナソスの視点を踏まえたSRI研究 という3点 に集約 される。
そして,先 行研究の問題点としては,以 下の点が指摘される。
① 会計,労 働,SRIなどの側面に焦点を絞 った研究が多いために,イ ギリスのCSRについて
の全体的な把握およびその特質が明らかにされていないこと。
② 政府のCSRに対する取 り組みおよび役割についての考察が不十分であること。
③ そのような政策を受けて,イ ギリス企業はいかに戦略としてCSRを取 り入れているかにっ
いての考察も不十分であること。
よって,本 稿では,① と②を中心にイギ リスのCSR展開の背景および政府の政策を考察するこ
とによって,そ の特質を明きがらにすることに意義があると考えている。また③に関しても,重要
なテーマであるが,本 稿では① と②に焦点を絞 り議論を進めていきたい。
3.イ ギ リスにおけるCSR展 開の背景－J.ムーンの概念に依拠 して一
3-1.暗黙的CSRと明示的CSR
近年のイギ リスにおけるCSRの性質を捉える視点 として,J.ムー ンによって提示されている
「暗黙的CSR」(implicitCSR)と「明示的CSR」(explicitCSR)という概念が高い説 明力を有 し
ていると考えられる(Moon,2005,p.51)。J.ムーンは,暗 黙的CSRと明示的CSRについての明
確な定義づけや両者の区別についての説明をしているわけではないため,筆者の観点から解釈する
と以下のようになる。
まず,暗 黙的CSRとは,経 営哲学や企業理念など企業の深層部分にビル ド・イソされているも
のであり,また社会通念においても,企業が社会的責任や社会貢献を果たすことは自明かつ暗黙的
と捉えられるCSR概念である。前述したラウン トリー社などの博愛主義的な経営思想がまさにそ
うしたものであ り,「企業家」の社会的責任 とも考えることがで きる。そして,社 会貢献を企業自
ら喧伝するのではなく,評価はその行動の結果としてステークホルダーからもたらされる。このよ
うなCSRの捉え方が暗黙的CSRと考えられる。それに対 して,明 示的CSRとは,企 業理念や社
会通念としてだけでな く,CSRが表層化または制度化 させられている状態 と考えることができ
る。例えば,企 業においては,実 践規定などの行動指針の策定,取 締役会におけるCSR関連委員
会の設置,CSR報告書の発行などの行為にそれを見 ることができる。CSRが企業の義務とな り,
また企業戦略の一環 としての重要性を帯びている近年では,CSRが明示化された状態にならさる
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を得ないの も特徴の1つ である。加えて,CSRの制度化 という点では,政府がCSRを政策のなか
に具体的に盛 り込む こと,ま たはCSRを法制化 して制度 として確立するような動 きも,明 示的
CSRと考 えることができる。
こう考えると,暗黙的CSRとは,暗 黙的な前提の下に自発的に取 り組まれてきた企業家の社会
的責任である。 これに対して,明 示的CSRとは,社 会的課題事項の現出している近年 において
CSRが企業の義務や責任 となり,その活動には一定の基準や指針が設け られるこ とにより標準化
が図 られ,さ らに企業戦略の一環 として企業構造のなかに制度化 されている,も しくはそれが志向
されるCSRの概念 ということがで きよう。
3-2.暗黙的CSRか ら明示的CSRヘ
イギ リス民法(civillawinEngland)は成文化 され た体系 とい うよりは,コ モ ン ロー(common
law)という非成文法 的慣 習法 として600年以上 にわた り積 み上げ られている(田 中,1980)。同国
で は,政 府 と産 業界は協調 的な関係 を築 いて きたが,そ れは法律 に よって構築 された もので はな
く,慣 行 の積 み重ね として生まれ た もの であ った。その ような体 制下 での企業の社会 貢献 や責任
は,社 会的 ・経済的な成長 についての政府の責任 とは分断 された ものであ った(Moon,2005,p.
53)。企 業が実 施 した社会 的責任 は,各 々の 自主的か つ暗黙 的 な了承を前提 とした暗 黙的CSRだ
った のであ る。第2次 大戦後 にお いて も,戦 前 の枠組 み とは基本 的に変 わ らず,イ ギ リス政 府 と
企業の関係は,因 習的 に,生 産性の強化や商業活動の規 制 についての政策策定 に限定 された もの で
あ った(Moon,2005,p.53)。また,労 働党政権の下 で,企 業の国有化 が進 む とともに(Epstein,
1976),完全雇用政策 に よ り極めて低 い失業率が達成 され(Curwen,1992),一般 の私企業 の負 う
べ き責任 は,法 令の遵守 とい う最低限の責任に限定されていたの であ る。
しか し,1980年代以降の20年間 で,イ ギ リス企業 のCSRを 巡 る環境 は劇的 に変 化 し,CSRは
暗黙 的な もの ではな く,明 示的CSRに 対 する要請 が高ま った。 その理由 としては,上 記 か らも散
見される ような「揺 りかごか ら墓場 まで」とい う高福祉政策 が行 き詰 まった こ とにあ る。 すなわち,
労働者 の年 金問題や教育問題 な どを政府 が抱 えきれな くな り,い わゆ る 「政府の空洞化」(hollow-
ingoutofgovemment)が進 んだ ことにあ る(Rhodes,1996)。サ ッチ ャー政権下 で実施 された民
営化 を中心 とす る政策 が,「市場 志 向型」(MarketMode)の経済体制 を 目指 したため,政 府 とし
ては,こ の よ うな福祉問題 に対 す る貢献 を企 業 に求め さるを得 な くな って しまい,CSRと い う形
で企業 の積 極的 な関与 を促す ことになったのである。 また,イ ギ リス政府のCSR政 策 に よって,
政府 ・NGO・企 業間での相互依存 関係が構 築 されネ ッ トワー ク化 も進展 した とい う(Moon,2005,
p.54)4。この時期を通 じて,CSRは,企 業の戦略 に組 み込 まれた り,政 府 もそれを意識す る よう
にな り,徐 々に暗黙的CSRか ら明示的CSRへ と移 行 してい った と考 え られる。
この ような経済的背景の下で,最 大の経営者 団体 イギ リス産業連盟(ConfederationofBritish
Industry,以下CBI)の 役割が重要 にな って くる。80年代の イギ リス では,大 量の失業者 が溢れ,
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都市の衰退が進行 していたといわれ,企業は社会やコミュニティとの関係を再評価せさるを得な く
な り,CSRとしてその事業活動に組み込んでい くこととなった。以下の引用は,当 時のCBIのコ
メン トである。
「企業側がコミュニティ問題を解決する糸口を探す努力をせず,政 府がこの問題に対してより大
きな責任を担 うようになることを我々は恐れている。労働市場において政府介入が大 きくなり,
何らかの義務が課せられることになるならば,企 業側にとっては,よ りコストが大 きくなるであ
ろう。多 くの企業にとっては,政 府の立法や介入よりも先んじて,新 たなステップを踏み出す,
つまり,社会的なプレッシャーを企業自身が予想し,自身の企業政策 として取 り組んでいくほう
が望ましい」(Moonetal.,1985,p.137)。
イギリスの産業界には,従来から政府介入を嫌 う傾向があ り(内藤,2000),失業問題に関 して
も規制によって経営の柔軟性が阻害されるよりも,企業の責任,す なわちCSRとして企業の政策
に組み込むほうが良いと認識するようになった といえよう。そして,90年代には,社 会的な責任
を満たす製品および企業の活動プロセス,な らびに社会的に責任ある雇用関係がイギリスにおいて
注 目されることとなった(Moon,2002)。当該期には,イ ギ リス企業はより明示的なCSRを展開
することになる。例えば,取 締役会 レベルも含めてCSR専門スタッフを拡充 した り,CSRの「行
動規定」(codeofconduct)を定めるなどして,企 業の戦略においてCSRが組み込まれ始めたの
である。 とくに取締役会 レベルでは,報 酬,指 名,監 査 といったコーポレー ト・ガバナソス関連の
委員会のほかに,CSRに関する委員会もこの時期 に多 くの企業で設置 されるようになった5。ま
た,「サステナビリティ ・レポー ト」な どの名称で,CSR報告書を発行するようになったの もこの
時期であ り,実 にFTSE100社中およそ80%の企業がこうしたレポー トを公表するようになって
いる(Moon,2005,p.56)。加えて,・イギ リスの トップ企業700社以上が参加する,CSRに関する
民間最大組織BITC(BusinessintheCommunity)が設立 されたの もこの時期であ る(BITC
Homepage)。
このようにイギリスでは,CSRが明示化されて くる初期段階には,保 守党政権下での 「市場志
向型」の経済政策,失 業問題 とそれにともなう都市の荒廃が,企 業をしてCSRを積極化させる直
接の要因になった と考えられる。また,グ ローバ リゼーションが進展 した90年代には,地 球温暖
化,児童労働,マ イノリティに対する差別などの社会的課題事項の発生を踏まえて,イ ギリス企業
はCSRを企業システムのなかに組み込む こととなり,よ り明示的なCSRが展開されることとな
った。さらに,CBIやBITCなどの民間の動 きだけではな く,T.プレア政権下での年金法改正や
CSR担当大臣の設置によって,官 民を問わずイギリス全体でのCSRに対する取 り組みが活発化 し
ている。結果 として,政 府の政策そして制度のなかにCSRが反映されることとな り,イギ リスで
はCSRが明示化のプロセスを辿ることとなった(図 表1)。さらに,企 業の取 り組み と政府の政策
という,マ クロおよびミクロ双方からのCSR展開をしてイギリスは先進国とまで称されるように
もなってお り,経済体制だけでな く社会制度 としてもCSRが定着しつつあるようである6。
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図表1イ ギ リスにおけるCSRの明示化のプロセス
企 業 側
!
戦前・戦後
声
企 業 家 の 自主 的 取 り組 み
1980年代
CBI:企業 自 身 の 政 策 として
認 識
1990年代
コー ド、取 締 役 会 内 委 員 会 、CSR報
告書
⇒グ ロー バ リゼー ション、環 境 問題
2000年代
1(s77F'7V'P－ チ)
政府側
労働党政権:高福祉政策
保守党政 権:ブリティッシュ・モデル
ー ー一→ ⇒失業問題、都市 の衰 退
ブレア政権(労働 党)
⇒CSR担当大臣 、年金法改革
出典:Moon(2005),Albaredaetal(2006)などを基 に筆 者 作 成
4.イ ギ リス政府 のCSR政 策
4-1.近年の主要な政策
90年代のイギ リスでは,い わゆる 「ブリティッシュ ・モデル」7という政策が実施され,そ の結
果,イ ギ リス経済は華々しい復活を遂げた といわれている(中村,1999)。前述の とおり,現在の
労働党政権でイギリス経済の競争力強化のために実施されているのがCSR政策であ り,CSRが企
業主体の取 り組みだけではな く,政府がその取 り組みを支援 さらには主導する体制を構築 してい
る。 しかし,90年代中葉までは,マ ックスウ ェル社(Maxwellplc)の年金不正流用事件の発覚 と
いった企業不祥事を受けて,イギ リス政府が年金保護の動きを示すなど若干の取 り組みは見られた
ものの,CSR自体はあ くまで民間主体の取 り組みであった。それどころか,イ ギ リス政府はロイ
ヤル ・ダッチ ・シェル社(RoyalDutchShellplc)に対 して,北 海油田のブレン ト・スパー(Brent
Spar)の大西洋投棄を認めるなど,企業の環境問題などへの認識はあまり高 くな く,CSRが政府
の主要な政策 とまではなっていなかった8。
しかし,97年のT.ブレア政権の発足以降,イ ギリス政府のCSRに対する認識は変わ り,主要
政策の1つ として積極的な関与を持つようになった。そして,そ の具体的な取り組みは,2000年7
月の年金基金法の改正からはじまった。これは,年金基金に対 して 「投資の基準 としてのCSR」
に言及 したものであ り,これを受けてABIはSRIに関するガイドラインを制定し,CSRを重視し
た投資を行ってい く姿勢を明確にした(ABIHomepage)。このガイ ドラインは,社 会的 ・環境的
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・倫理的な観点か ら投資先企業の短期的 ・長期的価値 を算定 し,年 金基金が,い かに リス クをマネ
ジメン トしてい くかに ついて主眼が置 かれている。 そ して,年 金 基金は,投 資先 企業 の短期的な収
益性 だけではな く,上 記の ような社会的課題事項 を認識 し,リ ス ク ・マネジ メン トに取 り組んでい
る企 業の ほ うが長期 的 な投 資 リターンは高 い と判断 す るようにな ってい る。 とくに,環 境問題 や
人権 問題 な どが大 きな課題事項 とな って いるエネルギ ー産 業で は,CSRが 長期 的な業績 向上 に結
び つ き,長 期的 な投 資 リターンに も反 映 される とい う ことも指摘 されて いる(Williamsetal.,
2005)9。
ついで,2001年4月 には,DTIに お いてCSR担 当大 臣が設 置 され るこ ととな り,CSR促 進 政
策の 中心的役割がDTIに 移 るこ ととな った。統括分 野をCSRに 特化 した大 臣の設置 は,世 界初の
試み であ り,現 在 はフ ランス も追随す る形 でCSR担 当大臣 を設置 してい る。そ して,イ ギ リス政
府のCSR政 策の特徴的 な点 は,あ くまでDTIが 主要 な政策策定 を担 っているが,実 際には,DTI
を含 む12に及ぶ省庁がCSRに 関 して何 らかの 関与 を してい るこ とであ り(図 表2),そ れぞれの省
庁 は独 自のCSR政 策 を実施す る とともに,DTIのCSR政 策 を支援 する体制 が構築 され てい る。
例 えば,財 務 省 のCSR政 策 は,財 政 や税 制 面 か ら企 業 のCSR活 動 を 支援 す る もの で あ り,
"CommunityInvestmentTaxRelief"(地域社会 への投資 の為 の税制上 の優遇政 策,以 下CITR)10
な どが知 られてい る。 また,企 業 の海外 事業 に関係 するCSRに 関 しては,DTIを 中心に,国 際開
発省(DepartmentforInternationalDevelopment),外務 連邦 省(ForeignandCommonwealth
Othce),環境食糧省(DepartmentforEnvironment,FoodandRuralAffairs),財務省が共同で企
業のCSR活 動を支援 ・誘導す る体制 をつ くっている11。
図表2イ ギリスにおいてCSRに関与する省庁
DepartmentforCulture,MediaandSport
DepartmentforEducationandSkill
DepartmentofEnvironment,FoodandRuralAffairs
DepartmentforIntemationalDevelopment
DepartmentofTradeandIndustry
DepartmentforTransport
DepartmentforWorkandPensions
EnvironmentAgency
ForeignandCommonwealthOf丘ce
HealthandSafetyCommissionandtheHealthandSafetyExecutiveHomeOfBce
DepartmentforCommunitiesandLocalGovernment
HerMajesty'sTreasury
出典:UKGovernmentHornepage.
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そ して,2002年6月 にはCSRの 法制 化を試 みた企業責 任法(CorporateResponsibilityBill)が
議員 立法 として提出 された。 この法案は,未 だ その成立 を見て いないが,今 日において も議論が 引
き続 きな されてお り,CSRの 明示化 を考 える うえで重要 な要 素 にな る と考 えられ る。企業責 任法
に関 しては,次 節 にお いてその意義 を考察す る。 さらに,2004年5月には,DTIがOFR開 示の義
務 化 を提案す るな ど,イ ギ リスでは法律の なかにCSRを 制度 として取 り込 もうとい う動 きが見 ら
れる。
4-2.DTIの促進政策
イギ リス政府のCSR政策の推進主体 となっているのはDTIである。DTIの役割は,・fギリス
の産業政策の理念である 「持続可能な発展」(SustainableDevelopment)を達成するために,こ れ
に関 して政策立案を行うことにある。そして,DTIの主要な 目的は,産 業振興,技 術革新の促
進,生 産性向上などによって経済的な繁栄を確実な ものにすることであ り,そのために,「経済上
の政策」,「社会的な政策」,「環境関連の政策」の3つ の柱を軸に政策立案をしているという(ILO
海外労働事情調査団,2003)。すなわち,DTIの目的はイギ リス経済の全体的繁栄にあるが,そ れ
を達成するためには,経 済性,環 境適合性,社 会適合性 といった 「トリプル ・ボ トム ・ライン」
(TripleBottomLine)を考慮しなければならないとい う考 えがその基底にある。ゆえに,経 済的
なパフォーマンスの向上を目指す としても,環境や社会において生じる社会的課題事項の解決が必
要不可欠にな り,その手段 としてCSR政策が実施されるようになったといえる。実際にCSR担
当大臣の下で実施されているCSR推進政策は以下の通 りである(UKGovernmentHomepage)。
① 企業のCSRに対する取 り組みの促進 ・手助けを行い,そ の達成を褒めたたえる。
②CSRに ついての企業間および企業 ・NGO間のパー トナーシ ップ形成を支援する。
③ その他のイギリス省庁のビジネス ・サービスを有用なものにする。
④ イギリス国内および国際的な 「実践規定」(codeofpractice)についてのコンセンサス形勢
を支援する。
⑤ 報告書作成や製品の品質表示について有効なフレームワーク形成を支援する。
このようなDTIのCSR推進政策からは,企 業にCSRを強制 ・命令するのではな く,それを支
援 ・評価することによって,企 業側のCSR活動を引 き出そうとしていることが見て取れよう。 こ
のDTIの考え方には,CSRが 「産業界の妨げにならないよう」にしなければな らないとの認識が
あ り(ILO海外労働事情調査団,2003,33頁),あくまで企業のCSR活動を誘導す ることを 目的
としているのである。いわゆる 「ソフ ト・アプローチ」(SoftApproach)または 「ソフ ト・レギ
ュレーション」(SoftRegulation)が,その政策の基本的な理念になっているのである。具体的に
DTIのCSR政策を示すと以下の図表のようにな り,規制や命令よりも,CSRについてのコンセン
サス形成や民間の取 り組みの支援が主要な政策 となっていることが見て取れるであろう(図表3)。
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図表3DTIのCSR推 進政策
CSRプ ロ ジ ェ ク ト DTIの貢献
多国籍企業のためのOECDガ イ ドライン 知名度の向上,こ れに関係する企業への助言
BITC優秀賞 補助金の交付,判 定への参加
社 会 に対 す る影 響 報 告 書(BITC)
(ImpactonSocietyReport)
このBITCレポー トの調査,出 版,ウ ェブサ イト化に対する補
助金の交付
パ ー トナ ー シ ッ プ基 金
(PartnershipFund)
生産性改善,職 務満足度向上のためのパー トナーシップへの補助
金の交付
出典:UKGovemmentHomepage.
4-3.イギ リス政府 のCSR政 策 の特徴 と要 約
前項 では,イ ギ リス政 府 の 近年 のCSR政 策 お よびその 中心 を担 うDTIの 役割 につ いて考 察 し
た。 その特 徴 として,ま ず,DTIがCSR政 策 の中心 を担 うが,各 省庁 も独 自のCSR政 策 を=有し
て お り,多 面 的 に企業 のCSR活 動 を支援 す る体制 が構 築 され ている ことが見 て取 れる。 実際 に,
何 らかのCSR政 策 を実 施 す る省 庁 は,実 に12省庁 に及 んで いる。つ いで,年 金法 改正 やDTIの
CSRプロジ ェク トに も見 受 け られ る よ うに,政 府 は企業 に対 して命令す る とい うよ りも,企 業の
CSR活動 を誘 導 す る政 策 を 実施 して い る ことであ る。 従来,ド イツや イギ リスのCSR政 策 は,
「企 業の 自発 的参加 」 と 「好事 例 の交 換 に よる普及 」 が主 た る ものであ ったが(久 谷,2003,7-8
頁),イ ギ リスの場合,一 歩 進 んで,ソ フ ト・アプローチ政策 まで踏 み込 んで いる。 この ように,
イギ リスで は,経 済 政策 の な か に もCSRが 組 み込 ま れてお り,同 国 におけ るCSRが 明示 的な性
格 を強 く持 つようにな って きてい る こ とを 示唆 してい るといえ るであ ろう。
また,イ ギ リス政府 のCSR政 策 は 「体 系 立 てられた野心的戦略」 ともいわれ,そ の政策 が,企
業や市民 ・地域 コミ ュニ テ ィか らも受 入 れ られ,ま た支援 されて いる こ とも大 きな特徴 の1つ で
あ る(Aaronson,2003,p.309)12。T.フォ ックス(Fox,T.)らはCSRに おけ る政府の役割を,①
命令 する こ と(mandating),②手助 けを す る こと(facilitating),③パー トナーを組 む こと(par-
tnering),④支持 す るこ と(endorsing)である と指摘 して いる(Foxetal.,2002)。イギ リスの
CSR政策 は,概iねT.フ ォック ス らの 指摘 とも整合 的であ るが,「命令」 に注 目す る と,CSRが 法
律や条例 な どの規制 とまでは な って いな い。 イギ リス のCSR政 策 の基 本方針は,あ くまでソフ ト
・ア プロー チに基づ く企業 のCSR活 動 の誘 導 だか らであ る。 しか し,企 業責任法 に も見 られ るよ
うにCSRを 法制化 し義務 づ け よう とす る動 き もあ る。 こうした政策 はソフ ト'ア プローチ と対極
をなす 「ハー ド ・ア プ ロー チ」(HardApproach)であ り,CSRの 「命令」化 について もイギ リス
では議論 がな され てい る ところで ある。以 下で は,ハ ー ド ・アプ ローチの特徴を大 き く表す企業責
任法 を考 察す るこ とに よって,そ のCSR法 制化の試 みの意義 について考 察する。
一35一
5.企 業責任 法とその意義
5-1.企業責任法提出の経緯
企業責任法は,NGOと40以上の学術団体,企 業,労 働組合,宗 教団体,政 治団体で構i成され る
「企業責任連合」(CorporateResponsibilityCoalition)と労働党のL.パーラム議員(Perham,L)
が共同で提出 したCSRの法制化を試みた議員立法である。 この法案が最初 に提出されたのは2002
年6月 であ り,結 局,こ れは政府の支持を得ることができず廃案 となったが,「早朝動議」(early
daymotion)13には260名の支持 を得 るほどであった。同法案は,2002年10月,2003年6月,2004
年1月,2004年5月の計4回 にわたって提出されており,早朝動議への署名も最大で273名の支持
を得るほどで,イ ギ リス議会において多 くの支持を集めているのも事実である。同法案は未だ法制
化されてはいないものの,イ ギ リスのCSR政策に大 きな影響を与えているともいわれている(上
妻,2004)。
企業責任法は,イ ギ リスのCSR政策の基本方針であるソフ ト・アプローチではな く,CSRに対
する責任や義務を明確化 し罰則を ともな う法案であ り,CSRを法制度に取 り込もうとする動 きで
ある。以下では,企 業責任法の意義 について検討するが,本稿では,企 業の戦略および事業に直接
的な影響を及 ぼすであろうCSR情報の開示,取 締役の責任,罰 則などに焦点を当てた考察を行な
う。
5-2.企業責任法の概要14
企業責任法 は,全12条 か らな る法案であ り,まず冒頭部分においてその 目的が述べ られてい
る。それは,企 業のCSR情報の開示,CSRにおける権限 と責任の明確化,そ して,企 業の事業活
動によって被害を受けた人々を救済するという内容になっている。
「この法律は,環 境的,社 会的,経 済的,財 務的な事柄について,特 定の企業に対 して報告書を
発行するための備 えを与えるものである。その 目的は,対 象企業の事業について協議 し,取締役の
義務 と責任を明確化すること,企業が有する情報へのアクセスの権利を確実なものとすること,な
らびに国務大臣の権限 と責任 を明確にして企業の行動によって被害を受けたステークホルダーに対
して法的救済 を提供すること,な どである。」
第2条 では,コ ンプライアンス以外にも企業が負うべき責任を明確にしている。すなわち,(a)
環境の維持,(b)公共(社 会)の 健康 と安全(publichealthandsafety),(c)持続可能な開発 と発展,
(d)雇用,(e)人権,(f)消費者保護の6項 目についてである。そして,第3条 では,こ れら企業責任
に対して毎年の報告書を作成 し発行する義務を課 しており,その際以下の内容を含む ことを要求し
ている(第3条1項)。
(a)将来の環境的,社 会的,経 済的インパク トに関係する会社の政策 と成果の評価
(b)実際に,企 業の行 った環境的,社 会的,経 済的インパク トの評価
一36一
(c)雇用政策 とその成果に対する評価および企業の事業活動が従業員に与える影響
(d)以下の項 目に関する金額の総額および適切なサマ リーの開示
(i)事業活動を行なうすべての国での政府 に対する税金およびその他の支払い
(ii)事業活動を行なうすべての国の政府からの利権,税 金の免除,そ の他の便益
⑩ 直接 ・間接を問わず,あ らゆる政党に対する献金や便益の供与
(e)取締役の環境 ・社会的な課題事項に関係する訓練,資 格,経 験の状況
このように,企業の環境面,社 会面,経 済面に関するインパクトとならんで,政府から得た利権
や優遇税制などの情報開示を含め,企 業と政府間の関係も明確にすることによって,贈 収賄など政
府 との癒着を断ち切 ることも意図されている。そして,企 業は,上記の内容を含む報告書を公共一
般の人々が利用できるようにしなければな らないとし,情報へのアクセスに不平等があってはなら
ないことも合わせて重視されている(第3条2項)。 そして,第4条 「協議」(Consultation)では,
企業は,そ の活動によって重大な影響を受けるステークホルダーによって表明される意見に対 して
応答 し協議するよう努めなければならない と記載されている(第4条1項)。 また,企 業は,環 境
的,社 会的,経 済的 インパク トに対する評価について協議する場を設けなければならない とされ
(第4条2項),社会的な課題事項の現出についてのステークホルダー との事前協議が盛 り込まれ
ている。
第7条 および第8条 では,取 締役の義務 と責任について述べ られている。取締役は,会 社の成
功を促進するような意思決定を行 うが,考慮すべき課題事項が存在する場合は,そ れもまた取締役
の責任であるべきとされ(第7条1項),企 業の経済的な成功だけではな く,環境や社会的な課題
事項 もその責任に含まれている。つまり,事業に関する意思決定の際に,全 てのステークホルダー
の利害を考慮しなければな らない(第7条1項(b))。そのために,事 業活動による環境的,社 会
的,経 済的にネガティブなインパクトを最小化するための適切な段階を踏むことが要求され(第7
条2項),そ れについて リスクがある場合,そ の全てを報告書において開示 しなければな らない
(第7条3項)。そして,事 業の結果,社 会的 ・環境的 ・経済的にダメージを与え,か つ以下の場
合にはその責任が追求されることとなる(第8条)。 すなわち,取 締役の過失 ・不注意 ・怠慢(第
8条1項),この法案で要請される情報開示の不備(第8条3項),そ れ以外のすべての意図的な違
法行為(第8条2項)が あった場合である。さ らに,こ のような違法行為があった際には,企 業
および取締役に対して罰則が課せられることとなる(第11条)。その詳細は,以 下である(第11条
2項)。
(a)禁固刑,ま たは罰金,ま たは双方
(b)特定期間,会 社の取締役になることの禁止
(c)法律を破ったことによって損害を被 ったステークホルダーへの補償
(d)証券取引所における上場の一時停止
(e)継続的に重大な違反がある場合の事業全体または一部の業務停止
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以上,企 業責任法においてCSR情報開示や取締役の責任など,CSR関連で特に重要 と考えられ
る条項に焦点を絞って見てきたが,そ れ以外 にも,「親会社の責任」(第6条),「国務大臣の責任」
(第9条),「ステークホルダーの権利」(第10条)など,企業 とステークホルダーの責任や権利に
ついて広範に述べられている。
5-3.企業責任法の意義
以上,企 業責任法についてその概要を見てきたが,同 法案は全12条から構成されてお り,あ く
まで本稿では,CSRに関係するごく一部を対象に考察 したに過ぎない。それでも,以下のように
その特徴を要約することができる。
①CSRに 関する情報公開の義務化
② ステークホルダー との事前協議 と取締役の責任
③ 違法行為に対する厳しい罰則
この ように,CSRに関して,情 報開示,ス テークホルダーとの協議,厳 格な罰則を盛 り込んで
いる点で,企 業責任法はきわめて 「先鋭的な法案」 ということができよう(上妻,2004)。CSRが
法制度 として条項に記載 され,企 業の負 う社会的責任が特定されることは,CSRが完全な制度 と
して定着することを意味する。その結果 として,企業 も同法に基づいてCSRをシステムのなかに
取 り込みCSR情報を開示するという流れは,ま さに明示的CSRの最も進んだ形態であるという
ことができ,それが企業責任法か ら見て取れるであろう。
また,こ の法案 が未 だにその成立 を見ていない要因について考えてみたい。まず,CBIが,
CSRの義務化や標準化に強い反対の意向を示 していることがある。CBIとしては,産 業界の主導
権が政府によって奪われたり,グ リーンピースのような過激なNGO活動の活発化などによって,
CSRが企業活動のダメージになることに大 きな警戒感を持っている(久 谷,2003)。前述の とお
り,イギリスの経営者は法律による規制や強制を嫌い,そ れらを回避する手段を講じてきた。実際,
90年代のコーポレー ト ・ガバナンスを巡る制度改革においては,企 業側が中心 となって種 々の規
範や基準(code)をつ くり,法制化による規制を回避 してきた(内 藤,2000)。企業責任法の重要
項 目の1つ である情報開示の義務化 に対 しても,同法案の提出以前に,既 に企業側では環境報告
書等々を発行 してきたが,こ のような行為 も法規制を回避 しようとした事前対処 といえるのではな
いだろうか。前述のごとく,DTIとしても,CSRが産業界の足枷 になるような政策は実施 してお
らず,企 業責任法のようなラディカルな法案は企業の活動を制約 してしまうと考え,反 対意見が表
明されたことも事実であ る(CSRArchivesHomepage)。また,企 業責任法は,企 業 に対 して
CSRを明確に規制 し強制する,い わばハー ド ・アプローチに相当するものであり,イギ リス政府
のCSR政策の基本方針であるソフ ト・アプローチの理念 とも反 していることも1つ要因になって
いると考えられる。
このように,企 業責任法が,未 だに法制化されない背景にはい くつかの要因が考えられる。しか
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し,同法案は,環境,雇 用,人 権,消 費者保護等の企業が負う責任を明確化して,そ の情報を開示
させ違反 している場合には罰則を科すという点で,企業の社会的側面を法制化 しようと試みた点に
その意義があるといえよう。すなわち,大規模公開会社の影響力が大 きくな り過ぎたために,企 業
の社会性を含めた新たな規制が求められるようになっていることを示唆している,と筆者は考えて
いる。ともあれ,CSRの法制化議論は筆者の知る限 りイギ リスだけであり,このような議論が生
じることだけでも,イ ギリス社会でのCSRに対する注 目度合いの高さが見て取れるのではないだ
ろうか。
6.む す びにかえて
本稿では,近 年のイギ リスにおけるCSRの展開を,政 策面を中心に同国におけるCSRの特質
変化,お よびその政策の特徴を考察した。そして,従 来は個別側面か ら捉えられてきたイギ リスの
CSRについて,そ の全体的特質の一端を明 らかにできたのではないかと考えている。以下では,
本稿での考察を要約するとともに,国 家戦略 としてのCSRの重要性に関するインプ リケーション
と今後の課題を述べてむすびにかえたい。
まず,筆 者は,主 要な論者のCSRの定義を考察 し,近年のCSRは法的,経 済的責任 よりも,
倫理的責任や社会貢献的責任 に注 目が集まっていることを指摘 した。そして,谷本の定義にも見受
け られるように,CSRには企業や経済全体の競争力強化にもつながるという含意があることも指
摘 した。第2に,日 本の研究者 による先行研究をレビューすることによって,従 来のイギ リスの
CSR研究が,CSR情報開示 という会計的側面,労 働組合との関係,SRIとの関係と,大 きく3つ
の観点か らまとめられた。その上で,イ ギ リスのCSR全体の特質および政府の政策的関与などの
考察が不十分であることを指摘 し,本稿の研究意義を示した。第3に,イ ギ リスにおけるCSRの
特質をJ.ムー ンの概念に基づいて考察した。従来のイギ リスでは,CSRは企業家による自主的取
り組みと認識され,ま た労働政権下の高福祉政策がCSRを必ずしも表面化させるにはいたらず,
暗黙的なCSRと して位置づけ られていた。 しかし,サ ッチャー リズムの下での小さな政府への移
行,グ ローバ リゼーショソの進展や地球環境問題の悪化により,これら社会的課題事項に対して果
たす企業の役割に注 目が集まり,企業側 としてもその戦略にCSRを組み込んでいった。また,政
府 としても企業の取 り組みをサポー トする体制を整えることにな り,CSRが自主的 ・暗黙的な合
意 としてよりも,企業 と国家が取 り組むべき明示的な概念へと変質することになった。最後に,イ
ギ リス政府の近年のCSR政策 と企業責任法の意義について考察 した。イギリス政府のCSR政策
は,DTIが主要な実施主体 となっているが,同 省を含めた12に及ぶ省庁が,独 自的かつDTIの政
策を支援する体制を構築 している。また,法 律や条令などの規制ではな く,企業がCSR活動を積
極化させ るような政策,す なわちソフ ト・アプローチがCSR政策の基本方針 となっている。その
点において,現 在 も議論されている企業責任法は,CSR情報開示の義務化や罰則を盛 り込んでい
る点で先鋭的なものであり,ハー ド・アプローチを志向したものであったが,イ ギ リス産業界など
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の強い反対などもあって未だにその成立を見ていない。 しかし,CSRを法制化しようとする動 き
は,筆 者の知 りうる限 りイギリスだけであ り,同国におけるCSRの注 目度合いの高さが見て取れ
ることも指摘した。
国家戦略 としてのCSRの重要性について考 えると,そこには急速に進展 しているグローバ リゼ
ーシ ョンが,企業の活動拠点を多国籍化せざるを得な くしているという要因が存在する。そして,
生産拠点に絞って考えるな らば,その多 くが発展途上国であり,多国籍企業は,こ れまで児童労働
や環境破壊な ど多 くのCSRに関する問題を残 してきた(Bakan,2004)。とくにエネルギー産業 と
の関連でいうと,近年の先進各国では,石 油や天然ガスなどの資源確保が経済発展上の重要事項に
なっているが,資 源保有国では,資源ナシ ョナ リズムの進展により埋蔵資源国有化の動 きが進展 し
ている。こうした動きに対する企業側の自衛策 として,ま さに明示的なCSR戦略が必要になって
くる。すなわち,資 源保有国では,環 境問題や人権問題などのCSR問題が,し ばしば資源ナシ ョ
ナリズムの言い分 となるからである。それゆえ,資源確保が一国の経済に重要な影響を及ぼす今 日
では,政 府 としても,エ ネルギー産業に属する企業のCSR活動を誘導 し,自国の資源確保を安定
化させる必要が生じて くる。ゆえにCSRは企業戦略としてのみならず,国 家戦略 としての重要性
も帯びてきているのである。その際,実 際のCSRに対する取 り組みだけではなく,それを適切に
開示 し,広 く知 らしめることが重要になって くる。 よって,政 府が誘導することにより,CSRを
明示的なものへと変質させる必要性が生じていると考えられる。明示的CSRと政府の政策すなわ
ち国家戦略 との関係でCSRを考えると,本稿では,こ のようなインプリケーションを得ることが
できた。
最後 に今後の課題を述べ,む すびにかえたい。本稿では,政 府の積極的なCSR政策 を受けて,
企業側がCSRをどのようにその戦略に組み込んでいるかについて考察することができなかった。
すなわち企業戦略 としてのCSRをどのように考 えるかについてであ り,これは企業論の枠組みを
超えて戦略論や組織論にまたがる重要な研究課題になると考えている。また,本 稿では,EU全 体
におけるイギ リスのCSR政策の位置づけや 日本との比較考察ができなかった。イギ リスのCSR
の特質をより明確にするために,今後はこれらを踏まえて研究を進めていく必要があると考えてい
る。
注
1地球温暖化(globalwarming)に関しては,二酸化炭素をはじめ とする温室効果ガス(GHG)の削減が主要
な課題 となっている。GHG削減は,単 に政府や市民社会の取り組みにとどまるものではな く,企業が負う
べき大 きな社会的責任となっていることは周知の通 りである。
2``1Vlewsweele"誌のCSR世界企業ランキングによる と,上位100社のうちの35社がイギリス企業によって占め
られいる(ニ ューズウイーク日本版,2004)。
3CSRヨーロッパやSiRiGroupといった組織は,CSRについての評価やそのパフォーマンス ・インディケー
ターについての情報を提供 している。 これらの組織は,コ ミュニティーにおける会社の健全性 と収益性 との
間に明確な相関があることを指摘 してお り,社会性を企業内部に取 り込 むことの正当性を主張 している
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図表4フ ィナンシャル ・タイム紙におけるCSR記事数
ほ ヒ リ く
、出 典:Aguileraet.al.,2006,p.152を基 に 筆 者 作 成
』1'
1.+,.‥ ・
(BITCHomεpage)。
4Lア ル バ レダ ら}iL,政 府 ・企 業 ・市 民 社 会(civilsociety)とい う3つ の 観 点か ら,CSRの 「関 係性 モ デ ノレ」
(RelationalM6del)と捉 え,80年代 か ら90年代 に かけ て 三 者 間 での ネ ッ トワLク 化 が進 展 した こ とを指 摘 し
ヅ ェ ト
て い る(Albaredaetal.,2004)。ま た,彼 ら も イギ リス に お い てCSRが 注 目さ れ る こ ど とな っ た背 景 を1980　
年 代 の失 業 問題 に あ る こ とを指 摘 し了 い る 点 で ・J・ム ー ン の 主 張 と も整 合 的 で あ る(Albaredetal・2006)。
5CSRの 優 等 生 と して 知 られ るBPで は ,97年に倫 理 環 境 保 証 委 員 会(EthicSandEnvironnientAssuaran6e
Comniittee)が設置され,同 社の非財務的側面に関する懸念事項を議論し,企業戦略に反映させるシステA
がつくられている(BPp.Lc.Homepage)。"
コ シ レ じ
62000年前後か ら,イ ギ リスではCSR.e『村芝 る社会全般か らの関心ば急速に高まっているという(Joyce,
2002,P.27)。'フィ ナ ン シ ャル1タ イ ム紙("F仇 αηα嘘/Timll")にお け るCSR記 事 数 が,近 年 急 速 に伸 び て
.V・るこ とか ら もそ れ が 見 て 取 れ 灸(図 表4)pま 犬「,A.ソロモ ン(Solomon,A.)らは,近 年 の イギ リ1に お
けるCSRに対する社会的関心について,① イギリス社会において企業め倫理的行動についての全般的な関
づ へ
心が高まったこと,②企業が リスクとリスク ・マネジメン トに対する認識を高めたこと;③雑誌や新聞など
のメ完 アがCSRItっいそあ髄 を積極的}諏り知 るよう}は。た・と1の36の主要腰 因極 るこぐ
とを指摘 している(SolOmonetaL,2004,p.557)'。'
780年代後半から90年代にかけて,保守党政権で実施された民営化,規 制緩和,自 由化という市場経済体制重
L.L.、`..,a'1,
視の政策である。
・この結果・シ・・ジ・対 しで'グ ・r7ピ ース(Greenpeace)にぷ 判キ・シペーシ輌 社の』 頑 運
動 が展 開 さ れ た。 さ らに,ド イ ツで は シ ェル の ガ ソ リン ・ス タン ドが放 火 さ れ た り と,同 社 の 業 績 を著 し く
低 迷 させ る大 き な要 因 の1つ とな っ た(Frynas,2003)。
92・01昧賄 のイ判 スに桝 るS眠 高は2・245億Wドにま苗 して1・・.6・その弗 約8噸 ポンドが
年金基金から拠出されてお り,ドイシやフランスなど他のEU各 国に比べてその規模は圧倒的に大きい(足
達,2003)。
10CITRによっr,企業が貧困地域に投資を行 う場合,年5%め 免税措置を受けることがで きる。 この適用期
間は5年 間であ り,企業は合計25%の免税措置を受けることができ,2005年度から2006年度にかけては1,
約1億 ポン ドの投資実績があるという(ILO海外労働事情調査団,2003)。
11、実際に,ど のような共同支援体制がつくられているかについては今後の課題としたい。'
12イギリス政府と比べて,日本政府のCSR促進政策はその規模が小さい。実際,内 閣府,経 済産業省,環 境
省など若干の省庁がCSRに対する取 り組みを見せてはいるものの,企 業へ具体的な指針を示 したり,イン
センティブを付与 してCSR活動を支援 ・誘導するようなものは少な く,調査や提言程度にとどまっている
(CSRArchivesHomepage)。
シ ダ カ ひ
13早朝動議 とは,一般議員が特定の問題について自分の見解を表明した り,他の一般議員の支持を集めるたあ
,,に行)動 議であ り,動議に対する支持は署名に.kって集められる。通常,議 員の過半数.!約330名)の支持
を集あた早朝動議以外は議会で討論されない。ちなみに,通常の会期中に200名以上の支持を集められる早
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朝動議は6か ら7程度であり,きわめて稀である(上妻,2004)。
14企業責任法の条文はイギリス議会ホームページより入手可能である。
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